


計画の背景と目的

計画の位置付け

　少子化の進行に一向に歯止めがかからないことや、子どもや子育てを取り巻く環境が一層厳しくなっている

ことを受けて、国は、平成24年８月に「子ども・子育て支援法」を成立させ、平成27年度から「子ども・

子育て支援新制度」をスタートすることとしました。

　一方、本市においては、これまで、次世代育成支援対策推進法に基づき、「高松市こども未来計画」を策定し、

次代を担う子どもと子育て家庭等への支援に取り組んできました。平成25年3月には「高松市子ども・子育

て条例」を公布・施行し、子ども・子育て支援施策を計画的かつ効果的に実施していくこととしています。

　このような中、平成26年度末で、「高松市こども未来計画（後期計画）」が終了すること、また、国が子ども・

子育て支援法に基づく計画の策定を市町村に義務付けたことを受けて、国・県の動向や保護者のニーズを見極

めながら平成27年度から始まる新たな計画を作成するものです。

　この計画は、高松市子ども・子育て条例第10条で規定する推進計画であり、子ども・子育て支援法第61

条に規定される「市町村子ども・子育て支援事業計画」及び次世代育成支援対策推進法に基づく次期「高松市

こども未来計画」を推進計画の中に位置付けて、一体的に策定します。

計画の理念

　子どもは、高松市の次の時代を支えていく、かけがえのない宝です。

　子どもの成長と子育てを社会全体で支援するまちづくりを推進する中で、明るくいきいきとした子どもの笑

顔、子育ての喜びや楽しさを実感する家族の笑顔、温かく子育てを支える地域の人たちの笑顔など、たくさん

の笑顔が輝くまちの実現を目指します。

計画期間

　この計画は、子ども・子育て支援法で規定する５年間（平成27年度～31年度）を計画期間とします。

みんなで子育て！ 笑顔かがやくまち -たかまつ-

基本理念

高松市子ども・子育て支援推進計画
<高松市子ども・子育て条例>

高松市子ども未来計画 (継 )
<次世代育成支援対策推進法>

市町村子ども・子育て支援事業計画 (新 )
<子ども・子育て支援法>
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高松市子ども・子育て支援推進計画とは・・？

第1部 第 2部 第 3部
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　本市では、基本理念の実現を目指し、次のとおり、基本目標と数値目標を定めます。

※　平成20、25年度のアンケート調査では、「思う」、「思わない」、「どちらともいえない」、「その他」の４択であったが、今後は、

　「思う」「どちらかと言えば思う」、「どちらかと言えば思わない」「思わない」を選択肢とし、「思う」「どちらかと言えば思う」を

　目標数値とする。なお、（　）内は「どちらともいえない」と回答した割合である。

【数値目標】高松市は「子育てしやすいまちだと思う人」の割合

基本目標

計画の体系

高松市で育つ全ての子どもが幸せに暮らせる環境づくり

基本目標

区分
平成 20 年度

アンケート調査結果

平成 25 年度

アンケート調査結果
平成 31 年度目標数値

就学前児童の

保護者

37.8％

（45.8％）

48.4％

（39.9％） 80％

小学生児童の

保護者

43.6％

（39.0％）

45.0％

（40.4％）
75％

目 策 進

1

2

3
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計画の３つの体系と主な施策

●妊婦一般健康診査事業 ●発育・発達相談事業

●妊婦歯科健康診査事業 ●母子保健セミナー・母子健康教育

●妊産婦訪問指導・新生児訪問指導 ●在宅当番医制事業・夜間急病診療所事業

●産後ケア事業 ●特定不妊治療費助成事業

●乳児一般健康診査事業 ●性感染症予防事業

●１歳６か月児・３歳児健康診査事業 ●喫煙・飲酒、薬物乱用対策

●こども相談事業 ●食に関する情報発信事業

●ことば相談事業 ●親子の楽しいクッキング教室　　　　など

1. 子どもの心身の健やかな育ちへの支援　

　全ての子どもの健やかな成長を支援するため、母子の健康の確保と増進、病気の

予防や早期発見への取組に加え、子どもの生きる力を育てる教育や体験学習環境の

整備・充実に努めます。また、障がいのある子やひとり親家庭等の配慮が必要な子

ども、社会的養護が必要な子どものほか、貧困の状況にある子どもなどが、地域の

中で安心して生活し、成長・自立していけるよう支援します。

「子どもの成長」への支援

●認定こども園整備事業 ●学校巡回芸術教室

●公立保育所・幼稚園施設整備事業 ●学校体育推進事業

●生きる力を育てる学校教育の推進事業 ●不登校対策事業

●保・こ・幼・小連携推進事業 ●いじめ等対策事業

●学校図書館活性化推進事業 ●児童生徒指導推進事業

●少人数学級推進事業 ●親子農業体験教室・水産教室事業

●小中一貫・連携教育推進事業 ●サンクリスタル学習事業

●環境教育推進事業 ●子どもわくわく体験活動支援事業

●「寛学」事業 ●保育体験学習事業　　　　　　　   など 

2. 健やかな成長を促す学びへの支援　

●人権啓発活動事業 ●特別支援教育推進事業

●児童家庭相談事業 ●発達障害者サポート事業

●養育支援訪問事業 ●発達障がい児等支援体制構築事業

●要保護児童対策事業 ●ひとり親家庭自立支援事業

●発達障がい児等支援事業 ●自立支援プログラム策定事業

●在宅障がい児ふれあい事業 ●母子生活支援施設運営事業　      　など

3. 配慮を要する子どもと保護者への支援

主
な
取
組
事
業

主
な
取
組
事
業

主
な
取
組
事
業

基本方向１
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●地域子育て支援拠点事業 ●はじめてのパパママ教室

●子育て集会室“夢てらす”事業 ●子育て力向上応援講座事業

●地域子育て推進事業 ●家庭教育学級事業

●相談事業（スマイルテレホン等） ●子ども読書まつり事業

●地域コミュニティ活動推進事業 ●こども医療費助成事業※1

●利用者支援事業 ●多子世帯保育料減免事業※2

●ファミリー・サポート・センター事業 ●幼稚園就園奨励費事業・就学奨励事業

●子育て短期支援事業 ●教育資金支援事業

●子育て支援総合情報発信事業 ●児童手当支給事業  など

取組のポイント

　全ての子育て家庭が孤立することなく、心身ともにゆとりをもって子育てが

できるよう、経済的支援だけでなく、地域社会全体で支援します。

　また、男女がともに仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を実現

できるよう、子育てをしながら働きやすい労働環境の整備や、就労形態の多様

化に対応した保育サービスの充実を図ります。

　アンケート調査結果から、理想どおりの子どもの数を持てない最大の理由は「経済的な負担」であ

ることがわかりました。そこで、人口の減少・少子化の流れを食い止めるため、経済的支援の充実に

取組みます。

こども医療費助成事業の対象年齢を、通院については平成 27 年４月から小学校を卒業する 12 歳年

度末まで引き上げ、子育て家庭の経済的負担の軽減を図ります。

若い世代が二人目、三人目の子どもを持ちたいと思えるような施策を重視する観点から、市独自の幼

稚園・保育所等の利用料の第二子以降の多子世帯への上乗せ減免について、平成 28 年度からの実施

を検討します。

※１　

※２　

●待機児童対策事業 ●放課後児童クラブ事業

●一時預かり事業 ●子育て支援中小企業等表彰事業

●延長保育・休日保育・夜間保育事業 ●一体型の放課後児童クラブ及び放課後

●病児・病後児保育事業 　子ども教室推進事業

●認可外保育施設助成事業 ●男女共同参画に関する啓発誌発行事業

●すこやか認定保育所助成事業  　　　　　　　　　　　　　　　　など

「子育て家庭」への支援基本方向 2

1. 地域における子育て支援

2. 子育てと仕事の両立支援

主
な
取
組
事
業

主
な
取
組
事
業
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●学校安全管理研修会 ●ちびっこ広場整備事業

●安全で安心なまちづくり推進事業 ●児童厚生施設管理運営事業

●防犯灯新設等補助事業 ●児童館管理運営事業

●小・中学校施設耐震化事業 ●放課後子ども教室事業

●白ポスト有害図書回収事業 ●バリアフリー歩行空間ネットワーク整備事業

●情報モラル教育推進事業 ●ノンステップバス導入事業

●青少年健全育成市民会議補助事業 ●マタニティバッジ・マタニティカードの配布　など

　社会経済の発展や地域の都市化によって、子どもが身近な場所で自由に遊ぶこと

のできる場が少なくなっています。子どもの年齢に応じた安全な居場所を提供する

とともに、住み慣れた地域において交通事故や凶悪な犯罪などに巻き込まれないよ

う、地域の子どもの安全確保について関係機関・団体と連携した取組を推進します。

　地域社会全体で子どもを育てる環境をつくるため、子どもの成長・子育て家庭を

支える人材の確保・育成に努めます。

●コーディネーター養成支援事業 ●地域まちづくり交付金交付事業

●地域組織（母親クラブ）補助事業 ●高松市こども未来館 ( 仮称 ) 整備事業

●地域コミュニティ活動推進事業 ●こども未来ネットワーク会議開催事業  　　など

「子どもの成長・子育て家庭」を支える環境づくり基本方向 3

1. 子どもにとって安全・安心な環境づくり

2. 子どもの成長・子育て家庭を支える人材育成とネットワークづくり

主
な
取
組
事
業

主
な
取
組

事
業

≪データでみる高松市の少子化の状況≫

　本市の０～14 歳人口は、現状のまま推移すると、平成

25 年の 60,974 人から平成 31 年には 58,710 人に

減少し、総人口に占める割合は 13.9％になると見込ま

れています。

将来の人口推計

資料：住民基本台帳（各年4月１日）

　本市の合計特殊出生率（一人の女性が生涯に出産する

子どもの数の平均）は、平成 25 年では 1.53 と、全国

（1.43）を上回っていますが、人口を維持するために必

要な 2.08 を、大幅に下回っています。

合計特殊出生率

資料：人口動態統計
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０～14歳人口比率 65歳以上人口比率総人口
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法定事業の量の見込みと提供体制の確保方策
（子ども・子育て支援事業計画）

( 単位 : 人 )

　ニーズ調査の結果をもとに、今後5年間に必要とされる教育や保育等の量を「量の見込み」として算出する

とともに、供給量が量の見込みを下回る場合の、不足分を補うための対応策を「確保方策」として計画しています。

　量の見込みと確保方策は、保育所や幼稚園、小規模保育事業などの「教育・保育施設及び地域型保育事業」と、

放課後児童健全育成事業や病児・病後児保育事業などの「地域子ども・子育て支援事業」の２つに分けて設定

しています。

　子ども・子育て支援新制度では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、「保育の必要性」の有

無等により「１号認定」「２号認定」「３号認定」に分けて認定した上で、給付を行う仕組みとなっており、教育・

保育の必要量は、この認定区分ごとに見込みます。

　なお、実施時期については、「待機児童解消加速化プラン」において目標年次としている平成29年度末まで

に、量の見込みに対応する提供体制を確立することとしています。

「量の見込み」と「確保方策」

（１）教育・保育施設及び地域型保育事業

＜量の見込みと確保方策＞

７

①

※特定教育・保育施設：市から「施設型給付」の対象となると確認された認定こども園、幼稚園、保育所

　確認を受けない幼稚園：新制度へ移行しない幼稚園

　特定地域型保育事業：市から認可を受けた家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業
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（２）地域子ども・子育て支援事業

高松市健康福祉局　こども未来部　子育て支援課

〒760-8571　高松市番町一丁目８番15号

電話：087-839-2354　　FAX：087-839-2379

発　行

（平成27年3月）


